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現 状 と 県 の 取 組 状 況 

 令和の改新戦略本部（税務課） 

【現 状】 

消費税は、広く全世代の国民全体が負担すること、生涯所得に対して比例的で長期的には公平であること、財源として安定的であることなど

の特徴から、社会保障財源としての重要性が高いとされている。 

一方で、消費税収のうち約４割弱は、地方消費税及び地方交付税原資となっており、消費減税を実施した場合の地方への減収は大きく、地方

の福祉サービスにも大きな影響が及ぶことが予想される。 

 消費税軽減税率制度の実施に伴う「インボイス制度」について、令和５年10月の導入開始にあたり、国において免税事業者から課税事業者（イ

ンボイス発行事業者）への移行に係る負担軽減等の支援を行っている。 

 

[参 考]インボイス制度への移行に当たっての国の主な事業者支援策 

 〔相談体制の強化〕 

    ・事業者の相談に対応するインボイスコールセンターを設置 

   〔税制措置〕 

・インボイス制度を機に免税事業者から課税事業者（インボイス発行事業者）となった小規模事業者に対し、消費税の納税額を売上税

額の２割とすることができる特例を措置（Ｒ５.10～Ｒ８.９の属する課税期間まで） 

〔予算措置〕 

・インボイス制度に対応した会計ソフト、ＰＣ等の導入費用を支援（ＩＴ導入補助金） 

 

＜消費税減税に対する政府のスタンス＞  
石破首相：消費税については、急速な高齢化等に伴い社会保障給付費が大きく増額する中において、全世代型社会保障制度を支える重要な

財源と位置づけられていることから、政府としてその引き下げを行うことは適当ではないと考えている。（５月20日衆議院本会議） 

 

【県の取組状況】 

 物価高対策としての消費税減税の検討については、消費税の大部分が社会保障費に充当されていること及び消費税収の約４割弱は地方分であ

り地方の基幹税となっていることを十分に踏まえ、丁寧に議論を進めるよう全国知事会や中国地方知事会を通じ国等へ要請を行っている。 

また、インボイス制度については、中小事業者へ十分な周知と必要な支援を引き続き講じるよう、中国知事会を通じ国へ要請を行っている。 

 

[参 考]昨今の物価高対策としての消費税減税に対する各種知事会提言 

〔全国知事会「消費税に関する緊急提言」（抜粋）〕（６月３日 自民党へ要請） 

・消費税は（中略）基礎年金、高齢者医療、介護、そして次世代育成のための子育て支援といった諸施策を支える極めて重要な財源となっ

ている。 
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・消費税収の約４割、約11.4兆円は地方税財源であり、その減収は、地方団体の財政運営に直接的かつ甚大な打撃を与え、ひいてはこれら

のサービスの質と量を大きく低下させることが懸念される。 

 ・消費税が社会保障制度の基盤として果たしている役割や、日々住民と接しながら行政サービスを提供している地方への影響等を十分に考

慮し、将来世代の負担に十分配慮した丁寧な議論を強く求める。 

〔中国地方知事会「地方税財源の充実について」（抜粋）〕（５月下旬以降 国へ要請） 

・物価高対策としての消費税減税の検討については、消費税の大部分が社会保障費に充当されていること及び消費税収の約４割弱は地方分

であり地方の基幹税となっていることを十分に踏まえ、より慎重かつ丁寧に議論を進めること。 

 

 
 


